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事業場による事例集 

をご存じですか？ 



企業の両立支援取組事例 

１ 恵庭建設株式会社のケース 

業  種 建設業 

従業員数 ３５名 

取組のきっかけ 
勤続年数が長い社員に健康診断の所見が多く見られるようになり、いつまで

も健康で働いてもらうことが重要であると考え、取組を始めた。 

取組内容 

①所属部門長による病気り患者に対する丁寧な面談（下図参照） 

②失効した年次有給休暇を利用する病気療養休暇制度 

③治療通院中の者に対する勤務時間の配慮 

④病状や体調に合わせた業務内容の検討 

 

 

腎臓がんから復帰した社員の事例 

ベテラン社員が腎臓がんと診断された。入院前に部門長との「事前面談」が実施された。１０日間の手術

入院期間と５日間の自宅療養の後職場復帰、出社後すぐに「復帰前面談」が実施された。現場勤務は身体へ

の負担が大きいと判断され、内勤で見積・積算業務に従事した。 

その後、３か月後の「復帰後面談」で状況確認のヒアリングが実施され、その結果工事現場への復帰が決

まり、現場所長として復帰した。 

その後も、随時「状況確認面談」を実施し、本人の体調に合わせ、内勤に戻ったり、大規模工事プロジェ

クトに参加したり、と定期的に通院しながら活躍している。 

 

 

担当者からのメッセージ 

治療しながら働いている社員を見て、周りの社員は、もし自分が病気に

なっても退職することなく安心して働くことができるんだという認識が会

社全体に浸透しています。また、両立支援に取り組んだ結果、人材の確保、

人材の定着及び組織の活性化が図られました。病気により社員が退職して

しまうと、その社員が持っている経験やノウハウの喪失となり、会社にと

ってマイナスとなってしまいますが、続けて雇用が可能となれば、本人に

とっても会社にとっても良い結果となります。 

 

 

 

 
常務取締役 中川 則佳 氏 



２ サッポロビール株式会社のケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がんサバイバーからのメッセージ 

私は、８年前に頸部食道がん（食道入口がん）が再発し、手術の際に声帯を

失ったサバイバーです。職場復帰時は声が出ず、事前に社内に自分の現状と復

帰に関してメールしたところ、予想以上の返信を頂き、勤務先の温かさを改め

て実感しました。その後も仲間にも支えられながら、発声教室に通って食道発

声法を習得し、今は会話もできるようになって元気に仕事をしています。 

当社は、柔軟な働き方ができる制度を整え、治療と仕事の両立が十分可能と

なりました。また、サバイバーである私自身も参画し、意見を反映させてハン

ドブックを作成しました。 

一人でも多くの人が治療と仕事を両立させ、活躍されることを願っていま

す。 
 

 

 

業  種 食料品製造業 

従業員数 約２０００名 

取組のきっかけ 従来、がんにり患した社員には個別対応を行っていた。健康保険

組合のデータからがん関連の受診者が多数いることがわかったた

め、潜在的な必要性があると判断し、がんを始めとした両立支援

に２０１７年から取り組むことにした。 

取組内容 ①「がんなど治療と就労の両立支援ガイドブック」を制作して社

員に配布し、病気になっても安心して働けるしくみを周知 

②年次有給休暇の積立、在宅勤務、治療のための短時間勤務制度 

③産業医面談に基づく復職プランの作成 

 
人事部 
プランニングディレクター 

村本 高史 氏 



３ 大野土建株式会社のケース 

業  種 建設業 

従業員数 ３９名 

取組のきっかけ  当社の定期健康診断結果から、脳・心臓疾患に繋がるリスクの

ある、血圧や血中脂質等における有所見率は全体の約５２%となっ

ており、疾病のリスクを抱える従業員は年々増加傾向にあり、従

業員の５人に 1 人が糖尿病、心疾患、脂肪肝等の疾病で定期的に

治療を受けている。これらの状況は年齢が上がるほど高くなる状

況にあり、当社の平均年齢が５３歳という高齢化の進行にともな

い、会社においては、心疾患・糖尿病等の反復・継続して治療が必

要となる疾病を抱えた職員の治療と仕事の両立支援の対応が、こ

れからの重要な課題となっていること。 

取組内容 ① 厚生労働省の産業保健活動総合支援事業「治療と仕事の両立支
援制度」の活用 

② 企業内の両立支援コーディネーターを複数名配置し、治療が必
要になった方との面接を実施 

③ 就業規則を見直し、時間単位の年次有給休暇制度を導入 
④ がん検診の受診促進 

 

■両立支援フロー図 

 
 

担当者からのメッセージ 

 この制度は、職員が社内において遠慮することなく相談でき 

るシステムであることから、職員の経済面や仕事に対する不安が

解消され、安心して治療に専念できることができ、治療への 

効果が高まり、主治医の意見に基づく「両立支援プラン」によっ

て職場へ復帰させることで、働く意欲と能力のある全ての職員が

適切な治療を受けながら働き続けられることが期待できます。そ

して、社内においてはお互いに支え合いの心が育まれるとともに

協力し合う職場風土の確立にも繋がっていくことになることを

信じております。 

 今後は協力会社の皆様にもこの制度を周知して取組を実施す

る企業に対する支援等を考えております。 

 
執行役員 
企画営業部長 

三好 秀人 氏 



４ 株式会社谷組のケース 

業  種 建設業 

従業員数 ３９名 

取組のきっかけ 当社では４年前から年に一度実施する定期健康診断について、３

５歳以上の全社員に「生活習慣病予防健診」に変更し、肺がん、大

腸がん、胃がん健診を行い、早期発見治療ができる「健康づくり環

境」を構築しています。職員の中から長期治療する職員が発生し

たことから職員の治療と仕事の両立支援の対応が必要となり、北

海道産業保健総合支援センターに相談し取り組むことにしまし

た。 

取組内容 ① ３５歳以上の全社員を対象とした「生活習慣病予防健診」の実
施（全額会社負担） 

② 企業内の両立支援コーディネーターを配置し、治療が必要にな
った方との面接を実施 

③ 病状や通院状況等に応じた業務内容の検討 
④ 治療に必要な通院時間を確保するため、新たな制度「短時間正
社員就業規則」の策定 

 

※ 北海道産業保健総合支援センターとの出会い 

職員の中から長期治療する職員が発生し年次有給休暇で対応していましたが病院への通院等 

   で残日数が少なくなり、病院以外で使用できる年次有給休暇が無くなってしまったことから 

参考となる事例を探していたところ、「北海道産業保健総合支援センター」のホームページで 

見つけて、現状を説明した結果「両立支援サービス」（無料訪問相談）がある事を知って申請 

しました。その後に２回来社され状況確認・把握、新制度作成のアドバイス、支援プランの 

作成等について相談いたしました。 

 

担当者からのメッセージ 

 従業員が病気等により長期療養が必要 

となった際、今までは自己の年次有給休 

暇を取得して治療していましたが年次有 

給休暇の残日数や欠勤による給与の不安、 

病気治療に専念できず周囲の目を気にし 

て優秀な人材が退職してしまうなど会社 

にとってマイナスとならないよう、安心 

して働くことが出来る制度作りが大切だ 

と感じています。 

  人材確保及び定着のためにも病気によ 

 る治療が必要となった時に支援制度を策 

 定するのではなく、万が一に備え、従業員 

 が安心して働くことが出来る職場環境づ 

 くりの一環として治療と仕事の両立支援 

体制を準備しておくことが大切です。 

 
総務部 次長         常務取締役 
情報技術者指導リーダー      名寄支店長 

村上 龍一 氏       村松 善和 氏 
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